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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

 平成15年６月27日に提出した第36期（自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日）有価証券報告書の記載事項の

一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため、有価証券報告書の訂正報告書を提出するものでありま

す。 

２【訂正事項】 

第一部 企業情報 

第５ 経理の状況 

１ 連結財務諸表等 

注記事項 

（リース取引関係） 

２ 財務諸表等 

注記事項 

（リース取引関係） 

３【訂正箇所】 

 訂正箇所は＿線で示しております。 
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１ 連結財務諸表等 

 注記事項 

 （リース取引関係） 

 （訂正前） 

前連結会計年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  

取得価額 
相当額 
(百万円) 

 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  

期末残高
相当額 
(百万円) 

賃貸用 
建設機械 

4,578  687  3,891

機械装置 
及び運搬具 

149  36  113

その他 95  49  45

合計 4,824  773  4,050

  

取得価額
相当額 
(百万円) 

  

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  

期末残高
相当額 
(百万円) 

賃貸用
建設機械 

6,428  1,578  4,849

機械装置 
及び運搬具 

144  51  92

その他 91  63  28

合計 6,664  1,694  4,970

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 770百万円 

１年超 3,171 

合計 3,942 

１年以内 1,029百万円 

１年超 3,875 

合計 4,905 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 638百万円 

減価償却費相当額 572 

支払利息相当額 105 

支払リース料 1,047百万円 

減価償却費相当額 941 

支払利息相当額 151 

④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をリース契

約上に残価保証の取決めのあるものは当該残価保

証額、それ以外のものは零とする定額法によって

おります。 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 ⑤ 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

同左 
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  （訂正後） 

前連結会計年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  

取得価額 
相当額 
(百万円) 

 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  

期末残高
相当額 
(百万円) 

賃貸用 
建設機械 

4,578  687  3,891

機械装置 
及び運搬具 

149  36  113

その他 95  49  45

合計 4,824  773  4,050

  

取得価額
相当額 
(百万円) 

  

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  

期末残高
相当額 
(百万円) 

賃貸用
建設機械 

6,510  1,574  4,935

機械装置 
及び運搬具 

144  51  92

その他 91  63  28

合計 6,745  1,689  5,056

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 770百万円 

１年超 3,171 

合計 3,942 

１年以内 1,024百万円 

１年超 3,965 

合計 4,990 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 638百万円 

減価償却費相当額 572 

支払利息相当額 105 

支払リース料 1,045百万円 

減価償却費相当額 937 

支払利息相当額 151 

④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をリース契

約上に残価保証の取決めのあるものは当該残価保

証額、それ以外のものは零とする定額法によって

おります。 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 ⑤ 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

同左 
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２ 財務諸表等 

  注記事項 

  （リース取引関係） 

  （訂正前） 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  

取得価額 
相当額 
(百万円) 

 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  

期末残高
相当額 
(百万円) 

賃貸用 
建設機械 

2,118  143  1,975

機械 
及び装置 

55  2  52

合計 2,173  145  2,027

  

取得価額
相当額 
(百万円) 

  

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  

期末残高
相当額 
(百万円) 

賃貸用
建設機械 

3,973  640  3,332

機械 
及び装置 

55  7  47

合計 4,028  648  3,379

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 356百万円 

１年超 1,677 

合計 2,034 

１年以内 610百万円 

１年超 2,800 

合計 3,410 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 152百万円 

減価償却費相当額 145百万円 

支払利息相当額 13百万円 

支払リース料 556百万円 

減価償却費相当額 510百万円 

支払利息相当額 72百万円 

④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 ⑤ 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

同左 
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  （訂正後） 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  

取得価額 
相当額 
(百万円) 

 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  

期末残高
相当額 
(百万円) 

賃貸用 
建設機械 

2,118  143  1,975

機械 
及び装置 

55  2  52

合計 2,173  145  2,027

  

取得価額
相当額 
(百万円) 

  

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  

期末残高
相当額 
(百万円) 

賃貸用
建設機械 

4,054  636  3,418

機械 
及び装置 

55  7  47

合計 4,109  643  3,465

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 356百万円 

１年超 1,677 

合計 2,034 

１年以内 605百万円 

１年超 2,890 

合計 3,495 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 152百万円 

減価償却費相当額 145百万円 

支払利息相当額 13百万円 

支払リース料 554百万円 

減価償却費相当額 507百万円 

支払利息相当額 73百万円 

④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をリース契

約上に残価保証の取決めのあるものは当該残価保

証額、それ以外のものは零とする定額法によって

おります。 

⑤ 利息相当額の算定方法 ⑤ 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

同左 
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